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地域における防災管理の実効性を高めるための制度のあり方
キーワード：地域防災計画、防災管理、災害対策基本法、共助、財源　　　　　　　　　氏名　三好勝則＊
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１．はじめに

大規模な地震などの災害対応に関して、自助、共助、公助が必要であると言われるようになった。災害の歴史に鑑みれば、災害対策法に規定する行政機関、公共機関だけでなく、住民、事業所、各種団体、地域(地縁)組織などが災害対応に当たる必要性があることは納得の得られる方針である。

しかし、自助、共助、公助が理念としての位置付けに留まり、また、個別の活動に留まっていれば、災害時に十分に機能しないばかりでなく混乱を生じる恐れが大きい。そこで、自助、共助、公助のそれぞれの役割と実施内容を明確にし、かつ、相互の関連を明示しておかなければならない。

本研究では、これまで消防法に定める防災のための消防計画を基に、個別の建築物（計画を策定する単位）の防災対策の課題を解決するための地域との関連について、調査を行ってきた。これを更に進め、「自助、共助」と「公助」との関係について、役割をより明確にすることを目的として、システムを検討することとしている。

本年度は、地域で行う防災活動を地方自治体の計画に反映し、計画の実施を担保するためのあり方について、検討した。
２．地域における活動への行政の関わり方
　＊　：工学院大学建築学部まちづくり学科　特任教授
防災は、建物や構造物の立地状況、道路、鉄道、河川などのインフラの整備状況、居住者、就業者、来訪者などの人的構成と相互の繋がりなどによって、対応は大きく異なる。

個別の建物の消防計画、業務継続計画では、それぞれの構成要素に応じた自助の計画が策定される。また、地域では、協定や申し合わせ、地方自治体の示すマニュアルなどによって、地域を構成する人的要因に合わせた計画が、共助のために策定される。

まず、自助の計画と共助のための計画を関連付け、相互の活動の連続性を保つことが必要である。

地域における個々の活動と行政の公平、平等な施策展開との調和を保つための制度として、例えば景観に関する制度がある。2004年に景観法が制定される前に、450の市町村(全国の市町村の14%)において494の景観条例が制定されていた(国土交通省の調査2003年9月30日現在）。
条例内容で特徴を挙げると、神戸市都市景観条例は、1978年に制定され、その後の都市景観条例のモデルと言われる(環境省)もので、市が計画を策定し規制誘導するという行政主導の施策の他に、身近な都市景観の形成を図ることを目的とした市民団体等(景観形成市民団体)の認定、区域の実情に応じた都市景観の形成を図るため一定の区域内に存する土地、建築物等又は広告物の所有者等が締結する都市景観の形成に必要な事項についての協定(景観形成市民協定)の認定を行うことを規定している。昭和56年以来認定された12の景観形成市民団体と、平成10年以来認定された9の景観形成市民協定がある。条例に基づき、認定した景観形成市民団体及び景観形成市民協定の当事者が行う活動に対し、市は技術的援助又は活動に要する経費の助成を行うことにより、地域が自主的に活動する環境づくりを図っている。
小田原市は1993年に制定(施行は1994年3月)した小田原市都市景観条例において、市長が指定する景観形成地区の他に、一定の地区内の住民その他利害関係者によって結成された都市景観の形成を目的とする市長が認定した団体 (自主的景観形成協議会)が、自主的景観形成地区の案及び景観形成計画等の案を作成し、市長に届け出て、市長が地区の指定及び計画の決定を行う規定を第3章として設けた。2004年12月に景観法が施行されたことに伴い、小田原市は同条例を廃止し、景観行政に関して新たに小田原市景観条例を制定し2006年2月から施行した。同時期、新たなまちづくり制度を検討して小田原市街づくりルール形成促進条例を制定し、2006年4月から施行した。同条例は、「まちの空間は公共のものであるとの基本的な認識」(第3条第1項) の下に、適切な街づくりルールを形成するための施策を講じることとした。具体的には、市長の登録を受けた街づくりプロデューサーを代表者として街づくりルールの形成の促進を図る目的の団体を地区街づくり基準形成協議会として市長が認定し、地域における街づくりのルールである地区街づくり基準を策定して市長の認定を受けることができることとした。地区街づくり基準は、必要な場合は市が都市計画法の地区計画に決定するなどの措置を講じなければならないことが規定され、実効性の担保が図られている。
３．地域における防災管理と行政の関係
災害対策基本法は、市町村、都道府県、国及び国の行政機関(地方支分部局を含む)並びに公共的機関及び公益事業法人が防災に関する計画を策定し、実施することを規定している。同法は、制定された1961年以来、特に市町村が応急対策の多くを実施し、都道府県が広域自治体として補完する制度とし、都道府県と市町村が策定する計画を地域防災計画と称している。その後、阪神･淡路大震災の後に改正された際に、住民の自発的な防災組織(自主防災組織)に関する規定が追加された。また、東日本大震災を契機として2012年に防災意識の向上、都道府県地域防災計画への自主防災組織の参画などに資する改正が行われた。これらは住民として、又は住民の代表者が地方自治体と関係するものであり、住民、事業所が地域で行う防災活動と地方自治体の防災活動とを関連付けるものとは言えなかった。
災害対策基本法の見直しについては、2012年に内閣府に設けられた災害対策法制のあり方に関する研究会、中央防災会議の防災対策推進検討会議において検討が進められた。見直しの視点の一つとして、被災地や被災者が自ら自立するための仕組み、住民、民間のエネルギーを引き出すシステムを考える必要があるとの指摘がされた。これらの議論を経た災害対策基本法の第2段改正で、同法第42条の市町村地域防災計画に、一定の地区内の居住者及び当該地区に事業所を有する事業者が共同して行う防災訓練、防災活動に必要な物資、資機材の備蓄、災害が発生した場合の相互支援などの計画(地区防災計画)を定めることを提案できることとなった。
練馬区は区民防災組織を地域防災計画で位置付け、名称と格納庫設置場所等を計画の資料(防災会は297ある)に掲載している。

地区防災計画については、景観行政における条例等での地域に関する取り扱いや、都市計画法に定める地区計画を参考として規定された。景観行政では、重要な地区であるという認識の共有と行政から地区への支援とで、両者の関係が継続性を持つこととなった。地区防災計画制度は2014年4月1日から施行されるので、景観行政や都市計画制度での活用状況を検証し、運用についてさらに検討しておく必要がある。
４．地域における防災管理の財源
防災計画を実施するための財源については、これまで明示的な議論は多くない。災害復旧については、負担の大きさに耐えられないとの観点で、国が地方公共団体や一部の民間に高率の国庫補助負担金を支出してきた。東日本大震災からの復興に関しては、増税措置が取られたが、支出との関係は明らかにされていない。災害対策、特に災害予防においては、通常の財政措置の中で行われており、国と地方財政との分担は主として公共事業の一環とされ、また自助、共助として実施される活動への公的財政支出は、一部に補助金が充てられる程度にすぎない。

今後、自助、共助による防災対策を進めていくためには、個人や事業者にかかる負担の財源を税制での対応を含め検討しておく必要がある。事前の災害対策を講じておくことは、応急対策･復旧の負担を減らすこととなることから、必要な経費は所得税、法人税から控除（損金算入）することは合理性がある。また、耐震改修、建て替えによる固定資産税の増加分、又は全額を減免することは妥当性がある。さらに、地域で自主防災組織や協議会などを設置して災害対策に当たることは、行政施策の肩代わりとして必要な経費を補助するか、又は地域の価値を高める活動として都市計画税を減免することも可能である。
５．おわりに
地域で行う防災管理が実効性あるものとなるためには、計画として明記すること、財源措置が必要不可欠である。最終年度となる2015年度は、制度をより詳細に設計することを予定している。
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